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１．本業務の位置付けと目的 
東北地方整備局では，東北における広域的津波減災施策及び，津波防災行政

の検討を目的として，「津波に強い東北の地域づくり検討調査」（平成 17年度国
土施策創発調査費）を実施している．その一環として，当業務を含む，２つの
委員会からなる検討を行っている． 
一つ目の委員会は，「沖合津波観測情報を活用した津波減災対策検討委員会」

であり，そこでは沖合津波・波浪観測網の整備による広域的な津波沖合観測情
報に基づく，情報伝達方法，予防避難対策・事後対策等における情報活用方策
を検討するものである． 
二つ目の委員会は，本業務であるが，ここでは上記委員会と並立し，技術専

門委員会という立場を取り，上記目的を達成するために，技術的な側面からの
検討を行う「東北における沖合津波（波浪）観測網の構築検討委員会」である． 
具体的には，別途委員会と同様，「津波に強い東北の地域づくり検討調査」の

一環として，宮城県，岩手県が実施する「津波防災対策検討調査」と連携し，
東北地方における効果的・効率的沖合津波・波浪観測網の構築，及び観測情報
を活用した津波防災業務支援システムを構築することを目的としている． 
（次項，津波に強い東北の地域づくり検討調査フロー図参照） 
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２．本業務での検討内容 
 本業務での検討内容は以下の通りであるが，④，⑤は非常に専門的な内容に
なるため，主に①～③及び⑥について検討する． 
 
①GPS波浪計広域配置計画の検討 
●津波波源域の設定 
●津波シミュレーションの実施 
●既設波浪観測装置を考慮した GPS波浪計の配置海域検討 
●陸上基地局を考慮した効果的な GPS波浪計の配置計画策定 

②即時浸水予測システムの構築 
 ●気象庁津波情報から浸水域を予測するプログラムの開発 
 ●GPS波浪計観測データにより浸水域を予測するプログラムの開発 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討 
 ●GPS波浪計観測データの活用による救護等初期防災業務支援システム開発 
④GPS波浪計システム仕様について 
 ●陸上基地局の設置場所 
 ●陸上基地局と事務所及び監視センターへの通信システム 
⑤GPS波浪計設置方法について 
 ●設置海域の潮流，波高，海底地形等の把握 
 ●GPS波浪計製作・設置に係る施工方策 
⑥東北における沖合津波観測網の構築イメージ 
 ●システム構築のイメージ，課題の抽出 
 
これらの項目について，第 1回委員会及び，3月の第 2回委員会で検討する内

容を，次ページの図及び以下に示す． 
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第１回委員会で検討
第２回委員会で検討

①GPS波浪計広域配置計画の検討

配置箇所の検討方針，妥当性の検証方針

配置箇所の検討結果，妥当性の検証結果

②即時浸水予測システムの構築

システム構築の方針

システム構築の検討結果，システムのイメージ提示

③即時浸水予測システムの活用方策の検討方針

システム活用方策の検討方針

システム活用方策の検討結果，システム活用のイメージ提示

④GPS波浪計システム仕様について

システム仕様について

システムの構築イメージ，課題の抽出

⑤GPS波浪計設置方法について

設置方法について

⑥東北における沖合波浪観測網の構築イメージ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 2回の委員会における検討内容 
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第１回 
①GPS波浪計広域配置計画の検討方針 
配置箇所の検討方針，妥当性の検証方針を示す． 

②即時浸水予測システムの構築の検討方針 
 システム構築の方針を示す． 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討方針 
 活用方法の検討方針を示す． 
④GPS波浪計システム仕様について 
 システム仕様について紹介する． 
⑤GPS波浪計設置方法について 
 設置方法について紹介する． 
 
第 2回 
①GPS波浪計広域配置計画の検討結果 
配置箇所の検討結果，妥当性の検証結果を示す． 

②即時浸水予測システムの構築の検討結果 
 システム構築の検討結果（予測システムのイメージ）を示す． 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討結果 
 活用方策の検討結果（予測システム活用のイメージ）を示す． 
⑥東北における沖合波浪観測網の構築 
 システムの構築イメージを示し，今後の課題を抽出する． 
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１．本業務の位置付けと目的 
東北地方整備局では，東北における広域的津波減災施策及び，津波防災行政

の検討を目的として，「津波に強い東北の地域づくり検討調査」（平成 17年度国
土施策創発調査費）を実施している．その一環として，当業務を含む，２つの
委員会からなる検討を行っている． 
一つ目の委員会は，「沖合津波観測情報を活用した津波減災対策検討委員会」

であり，そこでは沖合津波・波浪観測網の整備による広域的な津波沖合観測情
報に基づく，情報伝達方法，予防避難対策・事後対策等における情報活用方策
を検討するものである． 
二つ目の委員会は，本業務であるが，ここでは上記委員会と並立し，技術専

門委員会という立場を取り，上記目的を達成するために，技術的な側面からの
検討を行う「東北における沖合津波（波浪）観測網の構築検討委員会」である． 
具体的には，別途委員会と同様，「津波に強い東北の地域づくり検討調査」の

一環として，宮城県，岩手県が実施する「津波防災対策検討調査」と連携し，
東北地方における効果的・効率的沖合津波・波浪観測網の構築，及び観測情報
を活用した津波防災業務支援システムを構築することを目的としている． 
（次項，津波に強い東北の地域づくり検討調査フロー図参照） 
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２．本業務での検討内容 
 本業務での検討内容は以下の通りであるが，④，⑤は非常に専門的な内容に
なるため，主に①～③及び⑥について検討する． 
 
①GPS波浪計広域配置計画の検討 
●津波波源域の設定 
●津波シミュレーションの実施 
●既設波浪観測装置を考慮した GPS波浪計の配置海域検討 
●陸上基地局を考慮した効果的な GPS波浪計の配置計画策定 

②即時浸水予測システムの構築 
 ●気象庁津波情報から浸水域を予測するプログラムの開発 
 ●GPS波浪計観測データにより浸水域を予測するプログラムの開発 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討 
 ●GPS波浪計観測データの活用による救護等初期防災業務支援システム開発 
④GPS波浪計システム仕様について 
 ●陸上基地局の設置場所 
 ●陸上基地局と事務所及び監視センターへの通信システム 
⑤GPS波浪計設置方法について 
 ●設置海域の潮流，波高，海底地形等の把握 
 ●GPS波浪計製作・設置に係る施工方策 
⑥東北における沖合津波観測網の構築イメージ 
 ●システム構築のイメージ，課題の抽出 
 
これらの項目について，第 1回委員会及び，3月の第 2回委員会で検討する内

容を，次ページの図及び以下に示す． 
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第１回委員会で検討
第２回委員会で検討

①GPS波浪計広域配置計画の検討

配置箇所の検討方針，妥当性の検証方針

配置箇所の検討結果，妥当性の検証結果

②即時浸水予測システムの構築

システム構築の方針

システム構築の検討結果，システムのイメージ提示

③即時浸水予測システムの活用方策の検討方針

システム活用方策の検討方針

システム活用方策の検討結果，システム活用のイメージ提示

④GPS波浪計システム仕様について

システム仕様について

システムの構築イメージ，課題の抽出

⑤GPS波浪計設置方法について

設置方法について

⑥東北における沖合波浪観測網の構築イメージ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 2回の委員会における検討内容 

2-6



 

第１回 
①GPS波浪計広域配置計画の検討方針 
配置箇所の検討方針，妥当性の検証方針を示す． 

②即時浸水予測システムの構築の検討方針 
 システム構築の方針を示す． 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討方針 
 活用方法の検討方針を示す． 
④GPS波浪計システム仕様について 
 システム仕様について紹介する． 
⑤GPS波浪計設置方法について 
 設置方法について紹介する． 
 
第 2回 
①GPS波浪計広域配置計画の検討結果 
配置箇所の検討結果，妥当性の検証結果を示す． 

②即時浸水予測システムの構築の検討結果 
 システム構築の検討結果（予測システムのイメージ）を示す． 
③即時浸水予測システムの活用方策の検討結果 
 活用方策の検討結果（予測システム活用のイメージ）を示す． 
⑥東北における沖合波浪観測網の構築 
 システムの構築イメージを示し，今後の課題を抽出する． 
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第２章 GPS波浪計広域配置計画の検討 
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１．津波防災情報の課題と GPS波浪計の活用 
１．１．津波防災情報の現状 
 

 気象業務法で規定される気象庁の津波予報は、平成 11 年 4 月から、地震観測による震源

要素（位置とマグニチュード）から、あらかじめ津波数値シミュレーションにより計算さ

れた沿岸の津波の高さ等をデータベース検索して定量的に予測する「量的津波予報」とな

った。量的津波予報以前は、統計的・経験的な手法で津波予測を行っており、ハワイにあ

る太平洋津波警報センターをはじめとして、防災情報として津波予報を発表する国や機関

では現在もその手法が主流であり、数値シミュレーション技術を実際の津波予報に取り入

れているのは日本だけである。 

 気象庁は、気象審議会答申第 19 号（平成 6 年 10 月 6 日）で、都道府県程度の沿岸毎へ

の予報発表を目指し数値シミュレーション技術導入の方針を提言されたことを受け、学識

経験者、関係機関等から構成させる「量的津波予報検討会」を平成 10 年 3回開催し、現在

の量的津波予報へ移行した。ここにおいて、津波予報と発表する予測精度と猶予のない予

報発表時間までに取得できる津波発生の判断要素は、地震の震源要素（位置とマグニチュ

ード）の速報値のみであり、実際の地震断層やそれに起因する津波の初期海面変動の詳細

の把握やそれを使っての数値シミュレーションはできない中で、リスクを漏らさず報じる

ための予測技術の重要性が議論され、そのための技術調査を踏まえ、量的津波予報が完成

した。 

この津波予報は、日本全国を 66 に分割

した予報区ごとに「予想される津波の高

さ」および「津波到達予想時刻」が発表さ

れる。地域の津波防災は、これらの情報を

拠り所に進められる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１ 津波予報区（気象庁ホームページより） 
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１．２．津波防災情報の課題と沖合 GPS波浪計の役割 
 

我が国の津波防災活動は、世界最先端の津波予報システムにより発表される津波予報を

拠り所に実施され、全国約 100 カ所からの検潮所からの 24時間リアルタイムで収集してい

る潮位の監視データを利用して予報の見直しが行われている。 

 

GPS 波浪計は、港湾整備に必要な沖合波浪情報等の海象情報を取得するとともに、沖合で

津波による潮位の変化を観測できるため、沿岸部を津波が襲う前に津波の実態を捉え、予

報の修正や初動対応の見直しを行うことが可能となり、より安全で確実な減災対策を行う

ことができるようになる。特に、三陸における津波災害の象徴とも言える 1896 年明治三陸

津波のように、地震の揺れから推測されるよりも津波の規模が大きくなる“津波地震”で

あることを沿岸到達前に確認し、適切な減災対策の実行や救援救助の初動体制の準備をい

ち早く行うことに対する効果が期待できる。また、地震以外（火山、土砂突入、海底地滑

り、隕石）が原因となる津波に対しても有効性が期待できる。 

 

5 分   10 分   20 分 

50 分 30 分 

 
 
 

図２－２ 明治三陸地震津波の到達時間シミュレーション例 

（東北地方整備局 平成 16年度東北地方の港湾における津波対策基礎調査より） 

 

※小本港では地震発生 37分後に潮位上昇が始まるため、安全な退避時間については現地の状況も踏まえた

十分な検討が必要である。 

地震発生後
の経過時間 

津波観測・来襲（沖合観測は
20km 沖合を想定） 

19 分 宮古沖での 20cm 変動開始 

21 分 北山崎沖での 20cm 変動開始 

22 分 釜石沖での 20cm 変動開始 

28 分 宮古沖での第一ピーク観測 

40 分 小本港に第一波 15.2m 到達 

 

21 分前：津波発生確認 

18 分前：多点観測による津波到

達時間の予測 

12 分前：津波の高さの予測 

より高度な減災行動を起こす

時間 
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１．３．ＧＰＳ波浪計による沖合津波観測網の目的 
（注：＊は、GPS 波浪計の津波観測値及び高度処理した結果を意味しており、防災業務実施

機関等に直接提供する防災情報ではない。） 

 

GPS 波浪計による沖合津波観測により、津波が到達する前に津波の来襲状況を把握して、

予報の修正や初動対応の見直しを行うことができる。但し、一箇所の GPS 波浪計による観

測だけでは、津波の来襲状況を正確に把握することが難しい。GPS 波浪計による沖合津波観

測情報＊を利用し、予報の修正や初動対応の見直しを行うためには、ネットワーク化された

観測網を構築することが必要である。 

例えば、下図に示すように、波源域Ａの津波では浸水域Ａ、波源域Ｂの津波では浸水域

Ｂとなり、波源域Ａおよび波源域ＢからＧＰＳ波浪計①までは同程度の距離での津波の高

さの観測値が同値となる場合である。この場合、ＧＰＳ波浪計①での観測値からは浸水域

Ａとなるのか浸水域Ｂとなるのか判断することは難しい。そこで、離れた場所に設置され

たＧＰＳ波浪計②の観測情報＊の違いによって浸水域Ａとなるのか浸水域Ｂとなるのかが

判断できるようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ 波源域の違いによる浸水域の違いと沖合津波観測網による効果（イメージ） 

 

浸水域 B 

浸水域 A 

GPS 波浪計① 

GPS 波浪計② 

震
源
域A 

震源 

震
源
域B 

波源 B 

波源 A 
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１．４．沖合津波観測と被害予測 
 

（１）被害予測の目的 

 

津波の高さは、水深の深い沖合では低く、水深の浅い沿岸に近づくほど高くなる特徴を

持つ。また、局所的な地形の影響を受けて波高が大きく変化するため、ＧＰＳ波浪計によ

る沖合津波観測情報＊だけでは沿岸における被害を把握することは難しい。更に、図２－３

のように波源域によって、浸水域が異なるケースも想定される。 

このため、国、都道府県および市町村が、沖合津波観測網などによる津波観測情報＊を有

効活用するためには、その情報を地域の具体的な被害に変換する技術開発が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 沖合津波観測情報＊を利用した地域ごとの被害予測（イメージ１） 

 

 

沖合津波観測情報＊を利用した地域ごとの被害予測を行う技術開発については、国土交通

省津波対策検討委員会において「今後５年以内にモデル地区を対象とした即時浸水予測シ

ステムを構築すること」が提言されている。 

この提言を受け、今回の検討では、沖合津波観測網による津波観測情報＊を利用すること

によって、国、県、市町村がより安全で確実な津波早期警戒体制を立ち上げることができ

る即時浸水予測システムのプロトタイプを開発し、その活用例を検討し、課題を明らかに

する。 

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

時間経過

波
の

高
さ
（
ｍ

）

沖合津波観測情報＊だけから地域
の被害を想定することは難しい 
（沖合は波高が低くなる） 

ハザードマップなど、地域ごと
の被害が分かる情報に変換する

ことが必要 
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図２－５ 沖合津波観測情報＊を利用した地域ごとの被害予測（イメージ２） 

 

 

防災業務の実施機関（市町村および関係機関等） 

ＧＰＳ波浪計によ
る津波観測（第一
波・終息の確認） 

地震・津波
の発生 

①地震観測情報に基づく浸水被害の事前把握 

②津波第一波到達確認による浸水被害の見直し 

③津波第一波ピーク確認による浸水被害の見直し 

津波 

ＧＰＳ波浪計 

陸上基地局 国土交通省 

気象庁 
沖合波浪情報観測センター 

地震観測網 

避難勧告等の判断 水門・陸こう操作、警戒
職員退避等の判断 

救助・救援体制等の
早期立ち上げ 
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（２）既存システムと即時浸水予測システムの関係 

 

気象庁の津波予報システムのほかにも、国土庁（現内閣府）によって津波浸水予測デー

タベースが構築され、運用されてきた。本調査で検討する津波早期警戒システムは、これ

までの地震観測情報から津波の規模および被害を推定するだけではなく、沖合 GPS 波浪計

による津波観測情報＊を利用したシステムである。 

 

表２－１ 既存システムと即時浸水予測システムの関係 

①地震観測情報と対応した津波波高・到達時間予測データベース（気象庁

津波予報システム） 

既 存 シ ス

テム 

②津波予報システムと対応した浸水予測データベース 

・国土庁（現内閣府）が平成 11 年度整備 

・気象庁津波警報と対応した浸水予測範囲を表示 

・格子サイズ 100m（平成 15 年度より再構築中） 

・構造物評価なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土庁の浸水予測システムの画面例 

（岩手県津波避難対策検討委員会報告書） 

本 調 査 で

検討 

③津波観測情報＊を利用したリアルタイム津波シミュレーションによる被

害予測（実情をデータにより提示する） 

④津波観測情報＊と対応した浸水予測データベース 
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（３）リアルタイム津波シミュレーションの活用 

より正確な津波予測に基づく安全で確実な減災対策を実行するためには、実際に発生し

た津波を観測して波源を推定し、リアルタイムに津波シミュレーションを行うことが有効

である。しかし、津波シミュレーションには多大な計算時間が必要であり、初動対応に有

効な短い時間の間に浸水予測などの津波防災情報を発信するためには、スーパーコンピュ

ータなどの大型の計算機が必要となる。 

 

表２－２ 津波シミュレーションに要する計算時間 

50m 領域の計算条件（領域は図２－６参照、150m 領域までは線形計算） 計算機（緒言は表

２－３参照） 線形・遡上なし・波

高のみ 

非線形項考慮・遡上計

算・浸水域 

非線形項考慮なし・

遡上計算・浸水域 

PC1 42 分 08 秒 4 時間 41分 20 秒 3 時間 41分 22 秒 

PC2 58 分 02 秒 5 時間 26分 44 秒 3 時間 52分 06 秒 

WorkStation 55 分 26 秒 － － 

WS-Cluster16 04 分 27 秒 16 分 07 秒 13 分 03 秒 

WS-Cluster32 － 08 分 57 秒 － 

時間ステップ 0.1秒、再現時間 1時間で計算にかかる時間を算出 

 

表２－３ 計算機の緒言 

 CPU メモリ OS コンパイラ 

PC1 Intel Pentium4 3.2GHz 

HT テクノロジ 

768MB Vine Linux 

3.2 

G77 

PC2 Intel Pentium M770  

2.13GHz 

1GB Vine Linux 

3.2 

G77 

WorkStation SPARC64V 1.3GHz 1GB Solaris 8 Fujitsu frt 

WS-Cluster16 SPARC64V 1.3GHz×16CPU 1GB×16 Solaris 8 Fujitsu frt 

WS-Cluster32 SPARC64V 1.3GHz×32CPU 1GB×32 Solaris 8 Fujitsu frt 
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図２－６ 計算対象領域 

 

 今回の調査対象地という限られた範囲での波高・到達時間の情報であれば、現在、市販

されている PCを利用した場合でも実現象の時間よりも短時間で求めることができる。しか

し、更なる広域化や遡上計算を実施した場合には、大型計算機または領域を並列処理させ

て津波シミュレーションを行う技術が必要となる。 

本調査に基づく試算では、中央防災会議の地形データ（図２－６）を利用し、青森県八

戸市から福島県相馬市に至る海岸線に対し、格子サイズ 50m で 1 時間の津波の挙動を計算

した場合、SPARC64V 1.3GHz を 16CPU 搭載した WorkStation Cluster では 43 分で計算を完

了することができ、1時間以内の最大波高や到達時間を求めることができることが明らかと

なった。計算機の性能向上や津波シミュレーションの並列化技術も改良によって、今後、

リアルタイムでの津波予測が可能になるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－７ 中央防災会議の地形データ（八戸～相馬） 

 

格子サイズ 1350mの領域 格子サイズ 450mの領域 格子サイズ 150mの領域 

格子サイズ
50mの領域 

格子サイズ
50mの領域 

気仙沼港 

宮古港 
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（４）データベース活用による即時浸水予測システム 

 

リアルタイム津波シミュレーションは計算機の性能向上に大きく依存しているため、計

算機の性能向上により将来的には可能となることも期待できる。但し、切迫性が高い宮城

県沖地震に直面している東北においては、津波対応策の高度化を早急に進めることが必要

であり、本調査においては、沖合津波観測情報＊と対応した浸水予測データベースを構築す

ることを検討する。 

 

 

２．システムの位置付け 

 

システムの位置付けを図２－８に示す． 
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３．GPS波浪計広域配置計画の検討方法 
 

GPS 波浪計広域配置計画の作成にあたり、沖合波浪情報等の海象情報を取得する目的を踏

まえたうえ、GPS 波浪計の特長“沖合で津波を捉える”を津波防災へ活用するために、以下

の点にも着目した配置計画を作成する。配置計画の作成に当たり、沿岸部が波源域にかか

る地域では、潮位変動開始時刻だけではなく、基準海面より上昇に転じる時間やピークが

到達する時間も評価に加える（下記②③）。 

また、防災情報システムとしての情報内容および安定稼動の信頼性を維持するために、

沿岸部に津波が到達する前に、３箇所程度を目安に津波を観測できる配置案を検討する。

GPS 波浪計の設置場所は沖合 20km を想定する。（東北地方整備局 平成 16 年度東北地方の

港湾における津波対策基礎調査） 

 

 

表２－４ ＧＰＳ波浪計広域配置計画の検討方法 

① 海域を含めた海岸部全体に津波が被害を与える前に、津波を捉えることができ

る設置箇所（“引き”を含めた津波到達時間による評価） 

② 沿岸部で陸上に津波が被害を与える前に、津波を捉えることができる設置箇所

（基準海面より上昇する時間による評価） 

③ 沿岸部で陸上に津波が被害を与える前に、即時浸水予測システムにより津波の

規模を予測できる（第一波のピークを観測できる）設置場所 

④ 津波外力が大きくなる設置場所（被害が大きくなる後背沿岸域での早期警戒に

よる被害軽減および被災状況の早期把握に有効） 

⑤ 沿岸部での津波予測精度を向上させることができる設置場所 

 
上記、①～③は津波伝播図を、④は最大波高の分布図を示すことで設置位置を検討する。

また、⑤については、初期波源の形状を精度良く推定する技術が十分に確立されていない

ため、今後の検討および技術開発の課題とする。 
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具体的な、検討手順を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配置計画を検討する材料となる地震断層の決定 

すべての断層に対して沿岸部に津波が到達する以前に津波を捉えることができる

海域の選定 

津波シミュレーションの実施 

太平洋側は中央防災会議のグリッドシステム（格子サイズ 1350m）、日本海側は

（JTOP30 日本近海 30秒グリッド水深データ：図２－１０）を利用する。 

複雑な海岸線を持つ三陸沿岸は格子サイズ 450m も利用する。 

沖合 GPS波浪計配置基本プランの作成（表２－４①～④に対応） 

※沿岸部に津波が到達する以前に津波を捉えることができる配置案 

沿岸部までが津波の波源域に入る場合があるため、第一波の最初のピークが

到達する時間や基準海面より上昇する時間で比較する。 

図２－９ GPS 波浪計広域配置計画検討の流れ 

最大波高分布の抽出 

沖合 GPS波浪計配置プランの作成（表２－４④までを考慮） 
※津波外力が大きくなる場所にも設置して、後背沿岸域での早期警戒による被害軽

減、被災状況の早期把握に利用できる。 

今回提案 

【予測精度の向上へ寄与するために今後の課題・技術開発が必要な項目】 

①初期波源推定技術の開発と対応した観測機器の配置 

②地域における予測精度を向上できる観測機器の配置（図 2-11 および図 2-12） 
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図２－１０ 日本海側の計算対象領域 

 
※太平洋側の計算対象領域は図２－６に示す。 
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＜参考＞地域における予測精度の向上について 
 

ある観測点で観測される波高が同値でありながら、初期条件の断層および沿岸での津波

の高さ、浸水範囲が異なる可能性がある。この予測幅を、地域での津波防災活動で活用で

きるような範囲に抑えることができるような津波観測網を整備する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１１ 予測精度の向上と津波観測データの関係（１） 

 

沖合観測点 A

での波高 1m 

沖合観測点 B

での波高 2m 

断層モデル１ 

断層モデル２ 

断層モデル３ 

断層モデル４ 

検索される断層モデルと沿岸での津波規模（高さ・浸水範囲） 

波高１ｍ 

波高２ｍ 

波高４ｍ 

波高６ｍ 

【予測幅】 

幅が大きいと

地域で活用し

にくい 

津波観測網が捉えた津波 

沖合観測点 A

での波高 1m 

沖合観測点 B

での波高 2m 

断層モデル２ 

断層モデル３ 

波高２ｍ 

波高４ｍ 

【予測幅】 

幅が縮小 

観測場所の追加による予測幅の縮小

（津波情報＊の高精度化） 

沖合観測点 C

での波高 2m 
追加 
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図２－１２ 予測精度の向上と津波観測データの関係（２） 

 
 

浸水域 B 

浸水域 A 

GPS 波浪計① 

GPS 波浪計② 

震
源
域A 

震源 

震
源
域B 

波源 B 

波源 A 

GPS 波浪計②をどこに
設置すれば、浸水域 B
と浸水域 B’を識別で
きるかを検討する。 

GPS 波浪計②の観測
結果によっては浸水
範囲が拡大する。 
（浸水域 B’） 
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３．１．断層モデル 
 

ＧＰＳ波浪計広域配置計画の検討で利用する断層条件は次の通りとする。 

 

（１）日本海溝沿いの地震断層 
日本海溝沿いのプレート間大地震は 1611 年三陸沖、1677 年房総沖、1896 年三陸沖が知

られており、大きな津波を引き起こしている。地震調査研究推進本部の長期評価によれば、

これらの地震は同じ場所で繰り返し発生しているとは言いがたいとのことであり、配置計

画を検討する際の想定断層は、三陸沖から房総沖の日本海溝沿いに海溝軸に沿って並べて

配置する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１３ 日本海溝沿いに M8.0 の地震断層を設定した例 

 
日本海溝沿いに設定する地震断層のサイズは、相似則 Log L = 0.5M-1.9 および W / L = 0.5

から断層長を 130km，断層幅 65km、平均すべり量は Log D = 0.5M -3.2 から 6.3m と設定

する。これらの断層は低角逆断層とし、（社）土木学会 原子力土木委員会 津波評価部会
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